国民民主党期の三木武夫 by 竹内,桂
―  ―




Miki Takeo's activity in the period of the
National Democratic Party
博士後期課程 政治学専攻 2011年度入学














































































続のトップ当選を果たした。選挙戦のさなかには，三木の得票は 4 万票台に留まるとの観測7 もあ


































































































































1951年 1 月 6 日に帰国した三木は，訪米について講演や寄稿，さらには座談会などでその状況
を語った。その内容から，三木が抱いていた主要な国内政治の事柄や国際情勢についての見解が明
らかとなる。
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